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平成 26年 6月 13日 

第 7 期 決算公告 

東京都千代田区九段北一丁目 8 番 10 号 

    SBI いきいき少額短期保険株式会社 

(旧商号 いきいき世代株式会社) 

代表取締役 島津 勇一 

 

平成２５年度 （平成２６年３月３１日現在） 貸借対照表 

（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）    

現 金 及現 金 及現 金 及現 金 及 びびびび 預 貯 金預 貯 金預 貯 金預 貯 金    

現 金 

預 貯 金 

有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産    

建 物 附 属 設 備 

動 産 

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産    

ソ フ ト ウ ェ ア 

その他の無形固定資産 

再 保 険 貸再 保 険 貸再 保 険 貸再 保 険 貸    

そ のそ のそ のそ の 他 資 産他 資 産他 資 産他 資 産    

未 収 利 息 

未 収 金 

前 払 費 用 

預 託 金 

そ の 他 資 産 

繰 延 税 金 資 産繰 延 税 金 資 産繰 延 税 金 資 産繰 延 税 金 資 産    

供 託 金供 託 金供 託 金供 託 金    

 

  

900,304 

40 

900,264 

13,844 

4,226 

9,618 

84,794 

82,116 

2,677 

202,256 

241,847 

34 

177,636 

15,218 

34,613 

14,345 

44,644 

41,000 

    

（負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）    

保 険 契 約 準 備 金保 険 契 約 準 備 金保 険 契 約 準 備 金保 険 契 約 準 備 金    

支 払 備 金 

責 任 準 備 金 

再 保 険 借再 保 険 借再 保 険 借再 保 険 借    

そ のそ のそ のそ の 他 負 債他 負 債他 負 債他 負 債 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

預 り 金 

仮 受 金 

退 職 給 付 引 当 金退 職 給 付 引 当 金退 職 給 付 引 当 金退 職 給 付 引 当 金 

  

490,761 

46,742 

444,019 

194,535 

170,390 

95,836 

748 

28,170 

45,541 

93 

16,424 

負 債 の 部  合 計負 債 の 部  合 計負 債 の 部  合 計負 債 の 部  合 計     872,110 

 （純資産の部）（純資産の部）（純資産の部）（純資産の部）    

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金    

利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金    

 利 益 準 備 金 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 

 繰 越 利 益 剰 余 金 

株 主 資 本 合 計株 主 資 本 合 計株 主 資 本 合 計株 主 資 本 合 計    

 

 

 

36,000 

620,581 

36,000 

584,581 

584,581 

656,581 

純 資 産 の 部  合 計純 資 産 の 部  合 計純 資 産 の 部  合 計純 資 産 の 部  合 計     656,581 

資 産 の 部 合 計資 産 の 部 合 計資 産 の 部 合 計資 産 の 部 合 計    1,528,692 負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計負債及び純資産の部合計    1,528,692 
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自 平成２５年４月 １日 

 平成２５年度                     損益計算書 
至 平成２６年３月３１日 

（単位：千円） 

科    目 金   額 

経 常 収 益経 常 収 益経 常 収 益経 常 収 益    

保 険 料 等 収 入保 険 料 等 収 入保 険 料 等 収 入保 険 料 等 収 入    

保 険 料 

再 保 険 収 入 

回 収 再 保 険 金 

再 保 険 手 数 料 

再 保 険 返 戻 金 

そ の 他 再 保 険 収 入 

責 任 準 備 金 等 戻 入 額責 任 準 備 金 等 戻 入 額責 任 準 備 金 等 戻 入 額責 任 準 備 金 等 戻 入 額 

責 任 準 備 金 戻 入 額 

資 産 運 用 収 益資 産 運 用 収 益資 産 運 用 収 益資 産 運 用 収 益    

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 

そ のそ のそ のそ の 他 経 常 収 益他 経 常 収 益他 経 常 収 益他 経 常 収 益 

 事 務 所 移 転 費 用 引 当 金 戻 入 額 

そ の 他 経 常 収 益 

2,988,245 

2,901,626 

1,799,784 

1,101,841 

425,328 

659,536 

3,948 

13,028 

49,811 

49,811 

184 

184 

36,623 

35,749 

873 

経 常 費 用経 常 費 用経 常 費 用経 常 費 用    

保 険 金 等 支 払 金保 険 金 等 支 払 金保 険 金 等 支 払 金保 険 金 等 支 払 金    

保 険 金 等 

解 約 返 戻 金 等 

再 保 険 料 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額責 任 準 備 金 等 繰 入 額責 任 準 備 金 等 繰 入 額責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

支 払 備 金 繰 入 額 

事 業 費事 業 費事 業 費事 業 費    

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 

税 金 

減 価 償 却 費 

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 

そ のそ のそ のそ の 他 経 常 費 用他 経 常 費 用他 経 常 費 用他 経 常 費 用    

2,780,386 

1,775,121 

653,802 

6,256 

1,115,063 

6,929 

6,929 

998,335 

971,797 

2,905 

18,801 

2,081 

2,749 

0 

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益    207,859 

特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失特 別 損 失    

固 定 資 産 処 分 損 

1,479 

1,479 

税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益    

法 人 税 及法 人 税 及法 人 税 及法 人 税 及 びびびび 住 民 税住 民 税住 民 税住 民 税    

法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額    

法 人 税 等 合 計法 人 税 等 合 計法 人 税 等 合 計法 人 税 等 合 計    

206,379 

50,736 

20,913 

71,649 

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益    134,730 
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〔個別注記表〕 

 

《 重要な会計方針に係る事項に係わる注記 》 
 

１．固定資産の減価償却の方法 
 

 （１）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 
 建物附属設備  6～15年 

 工具器具備品     4～6年 
 

 （２）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

２．引当金の計上基準 
 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務見込額及び中小企

業退職金共済制度から給付されると見込まれる額に基づき計上しております。なお、

退職給付債務については簡便法により算定しております。 

  

 ３．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 
４．責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法施行規則第 211 条の 46 の規定に基づき算出した金額を計上し

ております。 
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《 貸借対照表に関する注記 》 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額     4,689 千円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 関係会社に対する金銭債権の総額は 35,371 千円、金銭債務の総額は 8,456 千円であります。 

 

３．供託金の内訳 

保険業法第 272条の 5第１項及び同施行令第 38条の 4の規定に基づき、保険契約者等

の確保のために政令で定められた額の金銭を供託しております。 

なお、当年度末における翌年度の供託所要額は、44,000千円であります。 

 

４．支払備金の内訳 

    (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

（当期末残高） 

普 通 支 払 備 金 18,295 7,767 10,527 

既 発 生 未 報 告 損 害 

に 対 す る 支 払 備 金 
107,154 70,940 36,214 

合  計 125,449 78,707 46,742 

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 73 条第 3 項において準用

する第 71条第 1項に規定する、再保険を付した部分に相当する支払備金の金額は、78,707

千円であります。 

 

５．責任準備金の内訳 

   (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

(当期末残高) 

普 通 責 任 準 備 金 465,755 49,032 416,723 

異 常 危 険 準 備 金 － － 27,295 

合  計 － － 444,019 

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する、

再保険を付した部分に相当する責任準備金の金額は、49,032千円であります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

－ 5 － 

 

 
《 損益計算書に関する注記 》 

 

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の内訳 
 

 （１）正味収入保険料 

保険料   1,799,784千円 

再保険返戻金  3,948千円 

その他再保険収入 13,028千円 

再保険料     1,115,063千円 

解約返戻金等 6,256千円 

  差引 695,441千円 
 

 （２）正味支払保険金 

  保険金等 653,802千円 

  回収再保険金 425,328千円 

  差引 228,473千円 

 

２．その他経常収益に関する事項 

前期末において計上していた本店移転関連費用引当金のうち、前期末までに移転作業に
係わる役務の提供を受けていなかった費用等に係わる引当金については、当期に戻入処理
しております。 

 

３．関係会社との取引高 

 関係会社との取引による費用の総額は 101,861千円であります。 

 

４．支払備金繰入額の計算に係わる出再相当額 

支払備金繰入額の計算上、足し上げられた再保険を付した部分に相当する支払備金繰入

額の金額は、1,003千円であります。 

 

５．責任準備金戻入額の計算に係わる出再相当額 

責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた再保険を付した部分に相当する責任準備金
戻入額の金額は、3,333千円であります。 

 

６．利息及び配当金収入の内訳 

 預貯金利息  184千円 

 

７．特別損失の内訳 

 固定資産処分損はシステム変更に伴う旧システムの処分損であります。 
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《 税効果会計に関する注記 》 
 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

 保険契約準備金 19,542千円 

 退職給付引当金  5,053千円 

   未払金      13,524千円 

 未払費用      6,066千円 

その他  456千円 

    繰延税金資産合計   44,644千円 

 

２．法定実効税率の変更による繰延税金資産の金額の修正 

 

 平成 26年 3 月 31 日に「所得税法等の一部を改正する法律」が公布されたことに伴い、当年度の

繰延税金資産の計算に使用した法定実効税率は、一律 30.77％に変更されています。この税率の変

更により、繰延税金資産の金額が 1449千円減少し、当会計年度に計上された法人税等調整額の金

額が同額増加しています. 

   

《 資産除去債務に関する注記 》 

当社は、本社の不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務と

して認識しております。なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関する敷金

の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当期の負担に属す

る金額を費用に計上する方法によっております。 

 

 

《 金融商品に関する注記 》 
 

１．金融商品の状況に関する事項 

 

 （１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、「資産運用基本方針・管理規程」に基づき、預金（外

貨除く）および国債等の有価証券に限定し、銀行等金融機関からの借入による資金の

調達およびデリバティブの取引は予定しておりません。 

 

 （２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

市場関連リスクや信用リスクについては、「資産運用リスク管理方針・管理規程」に

したがい、リスクの状況について、定期的にリスク管理委員会および取締役会等へ報

告される体制としています。 

定期預金については、「定期預金運用ガイドライン」に基づき、預金対象限度額を定

め、預金対象金融機関の対象先および格付けを限定し、同一預金先への預金限度額（全

体に対する割合）を設定した上で、金利動向・利率・信頼性・利便性等を総合的に評

価して決定する体制としています。さらに、中途解約の要件などを定め、定期的にモ

ニタリングした結果をリスク管理委員会等へ報告することとしています。 

 

 ２．金融商品の評価等に関する事項 

平成 26年 3月 31日（当年度決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。 
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  (単位：千円) 

内  容 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

現金及び預貯金 900,304 900,304 － 

未収金 177,636 177,636 － 

    （金融商品の時価の算定方法） 

現金及び預貯金並びに未収金は、１年以内の短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

《 関連当事者との取引に関する注記 》 
 

 １．親会社及び法人主要株主等 

    (単位：千円) 

種  類 
会 社 等 

名    称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者

と の 関 係 

取引の 

内  容 

 

取引金額 

（※４） 

科 目 

 

期末残高 

（※４） 

親会社 SBI少短

保険ﾎｰﾙﾃﾞ

ｨﾝｸﾞｽ㈱ 

（被所有） 

直接

100.00% 

間接 

0.00% 

 

役員の兼

任、出向職

員の受入 

出向者の

給与負担

支払 

（※１） 

44,582 未払金  3,953 

出向者の

給与負担 

受入 

（※１） 

 5,534 未収金 550 

業務委託

料の支払 

（※２） 

 9,450   － 

親会社 ＳＢＩﾎｰﾙ

ﾃﾞｲﾝｸﾞｽ㈱ 

 

（被所有） 

直接 

0.00% 

間接 

100.00% 

出向役員・

職員の受入 

不動産転

借負担料

等の支払 

（※３） 

19,072 未払金 

預託金 

1,926 

34,233 

出 向 者 の

給 与 負 担

支払 

（※１） 

33,044 未払金 2,476 

販売促 

進費等の

支払 

（※２） 

1,246 未払金 100 

     （取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 (※１）出向者の給与負担額については、出向者の人件費等を基準として決定しております。 

(※２）業務委託料及び販売促進費等については、市場の実勢価格等を勘案し、価格交渉の上

で決定しております。 

 (※３) 不動産転借負担料等については、外部からの賃借料を基にして算出した金額としてお

ります。 

 (※４) 取引金額および期末残高には消費税等が含まれております。 
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《 １株当たり情報に関する注記 》 
 

１．１株当たり純資産額  911,918円 86銭 
 

２．１株当たり当期純利益 187,125円 19銭 

 

 
《 その他の注記 》 

 

 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

《 重要な後発事象に関する注記 》 
 

 該当事項はありません。 


